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要 旨

近年、コンビニエンス・ストアをはじめとする小売やサービス・外食産業においては、チェー
ン展開の形態としてフランチャイズ制が大きなウェイトを占めている。フランチャイズ制のも
とで加盟店が本部に支払うロイヤルティは、粗利益にもとづくMargin Based Royalty（＝MBR）
と売上高にもとづく Sales Based Royalty（＝SBR）に大別されるが、日本のコンビニエンス・
ストア業界では前者が支配的である。
本研究では垂直的な寡占モデルを用い、フランチャイズシステム間の競争に対する戦略的な

観点からロイヤルティ構造の選択問題を検討する。本稿の結論は、本部間では価格競争が、そ
して加盟店間では数量競争が行われる状況では、本部の利潤と販売量はMBRを採用するとき
の方が、SBRを採用するときの方より大きくなることである。

キーワード：フランチャイズシステム、粗利益分配方式（MBR），売上分配方式（SBR）

1．フランチャイズシステムにおけるロイヤルティ徴収方式

近年、コンビニエンス・ストア（以下では CVSと略す）をはじめとする小売産業やサービ
ス・外食産業においては、各企業が全国的なチェーン展開を行う主要な形態としてフランチャ
イズ制を採用している1。フランチャイズ制とは、本部たるフランチャイザー（以下では本部
と略す）が事業を開発し、その営業権と経営ノウハウなどを加盟店たるフランチャイジー（以
下では加盟店あるいは店舗と略す）に供与する方式の契約型チャネルである。また、本部が加
盟店の経営を指導するとともに、商品（原材料を含む）を供給する場合もある。
加盟店はその対価として加盟金（フランチャイズ料）とロイヤルティなどを支払っている。

日本フランチャイズチェーン協会によれば、2006年現在、日本にはおおよそ1，200ものフラン
チャイズチェーンが存在し、加盟店舗数は約24万店にも上る。その売上高は約20兆円で、日本
の全体小売販売額の3割程度を占めている2。
かつては自動車のディーラーやガソリン販売に見られるように本部が「商品・商標」のみを

提供するフランチャイズ制が主流であったが、近年では CVSや外食産業に見られるような「ビ
ジネスフォーマット」型のフランチャイズ制が多数を占めている。「ビジネス・フォーマット」

1 ただ厳密に言うと、直営店とフランチャイズを併営しているケースがより一般的である。
2 米国におけるフランチャイズ制の実情については、Lafontaine(1992)などを参照のこと。
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型フランチャイズ制とは、本部がビジネス・モデル全般の開発から商品・商標の提供、経営指
導までを一括したパッケージとして加盟店に供与する方式である。
「ビジネス・フォーマット」型フランチャイズ制においては、本部と加盟店間のロイヤルティ
徴収方式がチャネル内におけるメンバー間の利益配分という側面から重要な意味を持つ。現実
で見受けられる主なロイヤルティ徴収方式は、加盟店の粗利益に基づいて一定割合を本部に支
払うMargin Based Royalty（以下ではMBRと略す）、各加盟店の売上高に応じて徴収される Sales

Based Royalty（以下では SBRと略す）、そして事前に決まった一定額を定期的に支払う定額制
（Fixed Royalty）などに大別される3。
フランチャイズ制の成功例としてしばしば議論の対象になっている日本の CVSの例をみる

と、MBRが主流をなしている。日本の CVS業界に関する2006年公表のデータによると4、ロ
イヤルティ徴収方式についての情報を公開している22社の内訳は、MBRの採用が13社（約
59％）、SBR7社（約32％）、定額制2社（約10％）という構成になっている。中でもセブンイ
レブン・ジャパンをはじめとするローソン、ファミリーマート、サークル K、サンクス、ミニ
ストップなど大手各社は例外なくMRRを採用しているところに共通点がある。

2．本研究の問題意識

なぜ CVS業界では主なロイヤルティ徴収方式としてMBRが用いられるのか？本研究の問
題意識はこの点にある。本研究では寡占モデルを用いて、フランチャイズシステム間の競争に
対する戦略的な観点からロイヤルティ構造を検討する。このモデルでは本部間の価格競争を、
加盟店間の数量競争を行う状況について分析する。
先行研究としてMBRと SBRを明示的に取り扱っているものとしては Lal et al（2000）、丸

山（2002）、Nariu et al（2008）などが挙げられる。これらの研究はすべて二重のモラルハザー
ドのもとでMBRの優位性、あるいはMBRと SBRの同値性を論じている。

Lal et al（2000）では、本部と加盟店の両者が需要を拡大させる投資を行うという Lal（1990）
のモデルを用いて、MBRと SBRを比較している。それによると、SBRが選択された場合、加
盟店の販売価格は、MBRでの最適販売価格より高くなる。その理由は加盟店が販売価格を設
定するとき、本部から課されたロイヤルティの率を考慮し、自己利益最大化のために販売価格
を高く設定するからである。その結果、MBRを採択した本部の利潤と販売量はライバルより
大きくなり、競争優位になると主張されている。
また丸山（2002）は、加盟店がすべての財を本部から仕入れる状況を想定し、MBRと SBR

の同値性を議論している。彼はさらに本部と加盟店の努力が完全補完の場合にはMBRでも
SBRでも二重のモラルハザードが解決できることを示した。
それに対して Nariu et al（2008）は、加盟店が本部以外のルートから一部の財を仕入れる状

況を想定し、その場合にはMBRを採用することで二重のモラルハザードが解決できることを
示した。つまり、SBRのもとでは本部が加盟店の仕入価格を完全にコントロールできないが
故に二重のモラルハザードが解決されないというのがその理由として指摘されている。
以上の先行研究はいずれもMBRと SBRの選択問題を取り扱っているものの、単一チャネ

3 現実にはこの3つの徴収方法を混用している折衷型も存在する。
4 『日本のフランチャイズチェーン』商業界2006年2月号別冊。
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ルを想定した分析になっている。一方、本研究は寡占モデルを用い、フランチャイズ間の競争
という戦略的な観点からロイヤルティ構造の選択問題を検討する。つまり、競合する複数のチャ
ネルがそれぞれMBRと SBRという相異なロイヤルティ徴収方式を採用する際の相対的優位
性を比較するというスタンスから分析を進める。
その際、本研究の分析モデルでは契約初期段階に本部が加盟店から一時金としてフランチャ

イズ料を徴収することはできないと仮定する。
通常のフランチャイズ契約では、契約の初期段階に加盟店から本部に、設備資金や開店時の

仕入れ商品代金、研修費などの開店費用以外にも、加盟金、保証金などが一時金（franchise fee）
として支払われることになっている。しかし、その一時金（つまり、フランチャイズ料）は、
ロイヤルティの事前徴収としての性格よりは謝礼金の性格が強い。それは次のような理由によ
る。
本部側がチェーン展開を行う方法として直営店ではなくフランチャイズ方式を選択する主な

理由の一つは、固定投資の負担なしに短期間でより多数の店舗展開を図ることにある5。その
点を勘案すれば、初期段階における高額のフランチャイズ料は潜在加盟店にとって参入障壁と
して機能することにより、多数の加盟店を募集することに困難をきたすと予想される。
商業界（2006）でフランチャイズ料データを公開している CVS各社の場合、解約時に返済

される保証金を除き、純粋にサンクする加盟金のみの平均額は97．8万円（n＝25）となる6。こ
の金額を考慮すれば、現実で本部が徴収する初期のフランチャイズ料（即ち、加盟費）は、ロ
イヤルティの事前徴収というよりはむしろ謝礼金もしくは入会金の意味合いを持つと考えるの
が妥当であろう。
さらに、本部がフランチャイズ料を決定する際に、契約期間中の加盟店の総売上（total sales）

や粗利益（total gross margin）を正確に予想して決めるとは考え難い。以上の理由により、本
部が加盟店からロイヤルティの事前徴収の方法としてフランチャイズ料を徴収することはでき
ないという仮定は現実に即していると言えるであろう。
以下の本稿の構成は次の通りである。まず次節では、同質財の寡占モデルを提示し、本部が

自らの加盟店を介して財を販売する状況で、一時金としてフランチャイズ料を徴収できない場
合について検討し、この状況では、MBRを採用した本部と加盟店の方が利潤と販売量を大き
くできることを示す。さらに、本部からの仕入価格についてはフランチャイズ料とは独立的に
SBRを採用した方が低くなることを示す。最後には本研究から示唆される若干のインプリケー
ションと今後の課題を述べる。

3．分析モデル

まずここでは同質財を供給する2つの本部と2つの店舗からなる寡占市場を想定する。本部
iA（i=1，2）によって供給された財は自らの加盟店 iS（i＝1，2）を介して販売されるものと
する。財に対する市場の逆需要関数は、

5 例えば、Sternquist (2007)を参照されたい。
6 加盟費に商品仕入れ代金の一部や開業準備手数料を包含させているチェーンもあるが、この数値は純粋な加
盟費のみに基づき算出した金額である。
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図1．実行可能な領域

p = a − b（qi + qj）（i =1，2，i≠j） （1）

とする。ここで pは小売価格を qiは店舗 iの販売量を表し、aと bは正のパラメータである。
また、本部 iA（i=1，2）の限界（＝平均）費用を cとする。これらの加盟店では、本部から仕
入れた財のみを販売すると仮定する。その上で、複占均衡を保証し、出荷価格が正となるため
に、

仮定1．a＜6c

仮定2．0＜― w

を置く。ここで wは仕入価格を表す。また、2階条件が満たされることを保証するために、

仮定3．0＜ rS＜ rM＜―1
7

仮定4．rM = rS

とする。ここで rSは SBRの率で、rMはMBRの率を表す。

以下で検討するゲームのタイミングは、次の通りである。まず第1段階において、各本部は、
ライバルの出荷価格を所与として、自らの利潤を最大化するように出荷価格 wを設定し、自
らの加盟店にロイヤルティの種類と率（rM or rS）を記した契約を提示し、加盟店がそれを受け
容れるか否かを待つ。加盟店が契約を受け容れない場合、ゲームは終了し、このときの本部と
加盟店の利得はゼロである。
加盟店が契約を受け容れた場合、第2段階では、各加盟店は、ライバル店舗の販売量を所与

として、自らの利潤を最大にするように販売量を設定する。そのあと、実際の仕入・販売が行
われ、仕入代金とロイヤルティが支払われる。

7 実際、日本の CVS業界では、rSは売上金額の3―4%であり、rMは30―35%である。厳密に言えば、財1単位
当たりに SBRとMBRのロイヤルティ額が等しくなるためには、rM = prS/(p − w2)という条件が満たさなければ
ならない。ここで、p/(p − w2)＞0であることから、仕入価格がゼロでない限り仮定2は満たされる。
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以下では、このゲームの部分ゲーム完全均衡を求める。

3．1 加盟店の行動
まず、店舗1は SBR方式を採択し、店舗2はMBR方式を選択する状況を想定する。第2

段階において店舗1は、本部1が設定する出荷価格 w1と、ライバル店舗が設定する販売量 q2

を所与として、自らの利潤 z1Sを最大にするように販売量 q1を設定する。この店舗1の意思決
定問題は、

Max z1S =（（1− rS）p − w1）q1=（（1− rS）（a − bq1− q2）− w1）q1 w.r.t. q1 （2）
と定式化される。ここで Sは店舗を示す。一方、店舗2の意思決定問題は、

Max z2S =（1− rM）（p − w2）q2=（1− rM）（（a − bq1− q2）− w2）q2 w.r.t. q2 （3）

と表される。上式の極大化条件より、反応関数

q1（q2）=｛a − bq2− w1/（1− rS）｝/2b （4―1）
q2（q1）=｛a − bq1− w2｝/2b （4―2）

が導かれる。（4―1）式で分かるように、SBR方式を選択したチャネルは数量競争で不利に
なることに留意し、これらの反応関数を解けば、両店舗の販売量はそれぞれ

q1=｛a −2w1/（1− rS）+ w2｝/3b （5―1）
q2=｛a + w1/（1− rS）−2w2｝/3b （5―2）

として与えられる。また、この時の小売価格および各店舗の利潤は、以下の通りである。
p =｛ a + w1/（1− rS）+ w2｝/3 （6―1）
z1S =｛ a（1− rS）−2w1+（1− rS）w2｝2/｛9b（1− rS）｝ （6―2）
z2S =（1− rM）｛a（1− rS）+ w1−2w2（1− rS）｝2/｛9b（1− rS）2｝ （6―3）

3.2 本部の行動
第1段階における本部1は（5―1）式と（5―2）式で表現された加盟店の行動を考慮した

上で、第2段階で決められた小売価格とライバルの出荷価格を所与として、自ら利潤を最大に
するように財の出荷価格（＝仕入）w1を設定する。そのため、本部1の意思決定問題は

Max z1A=（w1− c + rSp）q1 w.r.t. w1

=｛（a（1− rS）−2w1+（1− rS）w2）（a（1− rS）rS −3c（1− rS）+（3−2rS）w1+（1− rS）rSw2）｝/9b（1− rS）2

と定式化される。一方、本部2の意思決定問題は、

Max z2A =（w2− c）q2+ rM（p − w2）q2, w.r.t. w2
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=｛（a（1− rS）+ w1−2（1− rS）w2）（arM（1− rS）−3c（1− rS）+ rMw1+（3−2rM）（1− rS）w2）｝/9b（1− rS）2

と定式化される。これらの極大化条件より、反応関数

w1（w2）=（1− rS）｛ a（3−4rS）+6c +（3−4rS）w2｝/｛4（3−2rS）｝ （7―1）
w2（w1）=｛ a（3−4rM）+6c +（3−4rM）w1 /（1− rS）｝/｛4（3−2rM）｝ （7―2）

が導かれる。したがって、均衡における出荷価格は

w1* =（1− rS）｛ a（5−4rM）（3−4rS）+30c −8c（rS +2rM）｝/ θ （8―1）
w2* =｛ a（5−4rS）（3−4rM）+30c −8c（rM +2rS）｝/ θ （8―2）

として与えられる。ここで、θ≡45+16rMrS −28（rM+rS）と定義する。仮定3のもとで、θ＞0で
あることに留意したい。また、この時の小売価格および販売量、加盟店と本部の利潤はそれぞ
れ

p* =｛ a（5−4rS）（5−4rM）+20c −8c（rM + rS）｝/θ （9―1）
q1* =｛2（a − c）（5−4rM）｝/ bθ （9―2）
q2* =｛2（a − c）（5−4rS）｝/ bθ （9―3）
z1S* =｛4（a − c）2（5−4rM）2（1− rS）｝/ bθ2 （9―4）
z2S* =｛4（a − c）2（5−4rS）2（1− rM）｝/ bθ2 （9―5）
z1A* =｛2（a − c）2（3−2rS）（5−4rM）2｝/ bθ2 （9―6）
z2A* =｛2（a − c）2（3−2rM）（5−4rS）2｝/ bθ2 （9―7）

と計算できる8。

命題1．仮定1と仮定3のもとで、寡占均衡は次のような特徴をもつ。
（1） 仮に両本部が同一なロイヤルティの率を徴収できるのであれば、両本部がMBS方式と
SBS方式のどちらを選択しても均衡における利潤や販売量が等しくなる。
（2） 出荷価格：w1*＜ w2*

命題2．仮定1と仮定2のもとで、寡占均衡は次のような特徴をもつ。
（1） 本部の利潤：z1A*＜ z2A*

（2） z1S*［<=>］z2S* iff rM［>=<］（15−16rS）/（16−16rS）
（3） 販売量：q1* < q2*

（4） 出荷価格：

8 ここで、両本部は内生的にロイヤルティの率を決めるべきである。しかし、理論的に、加盟店の利潤をゼロ
にさせるためには、両本部が rSと rMをともに1にするのは自明であるので、本稿では事前に実行可能な領域
で比較することにする。
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図2．加盟店の利潤比較

図3．a/c＝3のとき，w1*と w2*の比較

w1*［<=>］w2* iff rM［>=<］（−22rS −23krS +8rS
2+20krS

2）/4（2−2k −4rS −3krS +4krS
2）.

ここで k = a/cである.

命題2は次のように説明できる。MBR方式の徴収は加盟店の純利潤への課税であり、SBR

方式の徴収は売上高に対する課税である。前者は従量税と同様に、小売価格の設定に歪みをも
たらさない。他方、後者は売上税と同様に、販売量を引き下げ、価格を引き上げてしまう。本
部が何らかの理由により契約初期にロイヤルティの事前徴収の方法おとしてフランチャイズ料
を徴収できない場合には、二重マージンの問題が発生する。
すなわち、SBR方式では本部が加盟店に、また加盟店が消費者にロイヤルティを徴収し、

最終的には消費者から二重のマージンを取ってしまうことになる。つまりこの問題は、本部が
加盟店にフランチャイズ料を徴収できないのであれば、SBR方式が小売価格にもたらす歪み
は解消されないことを示している。

補題1．仮定2と仮定3のもとで、寡占均衡の比較静学は次の特徴をもつ。
（1） ∂q1*/∂rS＞0,∂q2*/∂rS＜0,∂q1*/∂rM＜0,∂q2*/∂rM＞0
（2） ∂p*/∂rS＜0,∂p*/∂rM＜0
（3） ∂z2S*/∂rS＞0,∂z2S*/∂rM＜0
（4） ∂z1A*/∂rM＜0,∂z2A*/∂rM＞0
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命題3．仮定1と仮定2のもとで、
（1） 仮に rS＞（11−4rM）/4（7−4rM）であれば、SBRを採用した本部はロイヤルティ率を上
げるインセンティブをもつ。
（2） 仮に rM＞（11−4rS）/4（7−4rS）であれば、MBRを採用した本部はロイヤルティ率を上
げるインセンティブをもつ。

4．結論と今後の課題

本研究では、フランチャイズシステム間の競争に対する戦略的な観点からロイヤルティ構造
の選択問題を検討した。本研究の分析から、本部の間では価格競争が、加盟店間では数量競争
が行われる状況で、均衡における利潤と販売量はMBRを採用した本部と加盟店の方が大きく
なり、競争優位を獲得できることを示した。
ここで留意すべきことは、MBR方式のロイヤルティ徴収は加盟店の純利潤への課税、SBR

方式の徴収は売上からの課税と同様の効果を持つということである。前者は純利潤の課税と同
様、小売価格の設定に歪みをもたらさない。他方、後者は売上税と同様、販売量を引き下げ、
価格を引き上げる効果をもたらす。
しかし、仮に本部が加盟店からロイヤルティの率 rM＝rS＝1を徴収できるのであれば、MBR

と SBRによるロイヤルティ契約は同値であるという結論を得ている。しかし、この結論は現

図4．rS の増加が z1A を増加させる領域

図5．rM の増加が z2A を増加させる領域
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実的ではないので、本研究では仮定2を設定したうえで、MBR方式の優位性を明らかにした。
この分析結果は、売上税が企業の価格設定にもたらす歪みを従量補助金によって補正すること
ができるのと同じロジックである。
しかし、売上税が企業の価格設定にもたらす歪みを不完全にしかコントロールできないので

あれば、SBR方式のロイヤルティ徴収が小売価格にもたらす歪みは解消されない。また、そ
の歪みを補正しようとすれば加盟店が販売努力を行うためのインセンティブに悪影響を及ぼす
ことになるのである。
本研究では代表的なフランチャイズシステムの一つである CVSを想定し、MBRと SBRと

いうロイヤルティ徴収方式の相対的優劣を検討してきた。実際日本で CVSが誕生した初期に
はセブンイレブン・ジャパンのみがMBR方式を採用していたが、その後大手各社の追随によ
り現在に至っては CVS業界のデファクト・スタンダードになっている9という事実は、本研究
の分析結果と整合的である10。
ただここで注意を要するのは、なぜMBR方式がとりわけ CVS業界で顕著に現れるかとい

う点であろう。フランチャイズシステムは CVS業界だけではなく、スーパーや専門店など多
種の小売業態を始めとし、クリーニング、学習塾、美容室などのサービス・ビジネスに至るま
で幅広く見受けられている。
しかしながら、少なくとも日本のケースでは、MBRの採用が主流をなしているのは CVS業

界程度であり、他の業態・業種の場合はむしろ SBR（または定額制）が圧倒的な多数を占め
ているのが現状である。
フランチャイズシステムにおけるロイヤルティ構造の選択問題の全体像をより立体的に考察

するためには、この点を解明することが重要であろう。既存研究の知見から推察できる一つの
論点はモニタリングの問題であろう。

Nariu et al（2008）では、加盟店が本部以外のルートから製品等を仕入れる場合が存在する
とし、その場合のロイヤルティ構造選択の問題について検討している。つまり、MBR方式の
下で的確にロイヤルティを徴収するためには販売価格と仕入価格の両方をモニターする必要が
あるが、加盟店の取扱商品に本部以外から調達したものが含まれている場合には、モニターが
不可能または禁止的に高いコストを要するとされる。そのために本部以外からの調達が存在す
る場合には SBRが、本部以外からの調達が封鎖されている場合にはモニタリングが可能であ
るためにMRRが選択されうると主張される。
この知見に沿うと、CVS業界では加盟店が販売する商品をほぼ全面的に本部に依存してい

るためMBR方式の採用が最適になるが、本部から厳密なモニタリングが困難な場合には SBR

の採用が見られうるという仮説を設定することができる。
もう一つの要因は加盟店の販売リスクと関連する販売インセンティブの問題である。日本の

CVSの場合、製品構成の中で米飯商品やパン、アイスクリームなどの「ファーストフード」
と、惣菜などの「日配食品」が占める比率が高いという特徴を持っている。これらの製品群は

9 金（2001）pp．53―54．
10 しかし、CVS業界では上位各社以外のチェーンでは SBRを採用しているところも散見される。なぜ中下位
企業は、優位性のあるMBRではなく SBRを採用しているのか。この問題はオープン・アカウントと最低保
障制度との絡みで理解されるべきものであり、金（2001）第3章～第4章で検討されている。
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一般的な NB商品とは違い、各チェーンが顧客を吸引するための戦略的製品として位置づけて
いるものであり、CVS業界の競争を左右する差別化の源泉となるものである11。
この製品群の特徴の一つは販売リスクの高さにある。つまり、（例えば、賞味期限などの制

約による）限られた製品寿命のために、売れ残りの在庫を残さず、しかも欠品による機会ロス
をも発生させず、タイムリーに適量を売り切ることが求められるのである。しかも、ファース
トフードと日配商品の粗利益率は、一般的なパッケージ商品のそれより高いと指摘されている。
ファーストフードと日配商品が持つ以上のような特徴を考慮すると、同製品群が全体の製品

構成や利益創出において重要なウェイトを占める日本の CVS業界で、MBRの優位性を主張す
ることができると考えられる。
つまり、高度の需要不確実性が存在する場合、加盟店は SBR方式のもとより、MBR方式

のもとでより積極的な発注または販売努力を傾けるであろうと予想される12。
なぜならば、SBR方式の下では二重のマージン問題が発生するために、不確実性の高い製

品を加盟店が積極的に発注し、販売するためのインセンティブが削がれるからに他ならない。
また、このときに最低保証制度が加盟店の発注・販売行動に何らかの影響を及ぼすだろうと考
えられる。
いずれにせよ以上の諸問題は本研究の分析範囲を超えるものであり、今後改めてさらなるモ

デルの精緻化とフィールドワークを通じて解明されなければならない課題であろう。
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